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「三田学会雑誌」80卷6号 （1988年2 月）

動学的企業行動モデノレと企業税制*

浜 田 文 雅

1 . は じ め に

物的生産活動を主たる業務とする企業の行動を長期の生産計画をおこなう主体の合理的行動であ

ると考えたとき，企 業 の 設 備 投 資 • 新 規 雇 用 者 数 . 労 働 時 間 • 労 働 雇 用 者 総 数 . 資 本 設 備 ス トッ ク

などの現実の変化はどのように説明することができるか， という問題意識の下に企業行動モデルを

定式化することがこの論文の第一の目的である。 第二の目的は， この企業行動モデルによって想定

される企業の与件の下でその予想純収益はどのように表わされるのか， したがって投資減税. 法人

税さらには実際に制定されていない雇用減税• 時短減税などの企業税制は企業行動にどのような変

化をもたらすか， という言わば企業税制の政策効果の分析を試みることである。 特に，第二の目的

は，企 業 行 動 の変化を通じて雇用の変化• 国内外の最終需要の変化につながる重要な政策的含意を

追求する意図によるものである。

物的な生産活動をする企業は，生 産 物 • 生産要素市場の情報と企業をとりまく制度的な諸条件を

勘 案 し て 中 . 長期的な生産計画を立案し実行するであろう。 S い換えると， 合理的な企業はその将

来 につながろ動学的な最適化行動の一環として設備投資計画 • 新 規 労 働 雇 用 計 画 • 利益計画を立案

するであろう。 とりわけ，設 備 投 資 計 画 • 新規雇用計画は一度それが実施されると， その変更はか

なり大きなコストを生じるので計画• 立案においてはこのコストを陽表的に導入することが望まし

い。 設備投資行動の理論における最近の発展は，設備投資の生産能力化にともなう調整コストを無
( 1)

視しては考えられないことを明らかにした。 特 に 本 間 他 （1984)は， 調 整 コ ス ト の 重 要 性 を 企 業 税  

制との関連において明示した理論の発展に貢献した。

この小論は，基 本 的 に は 本 間 他 （1984)の提示した理論にもとづき， 労 働 の 新 規 雇 用 お よ び 労 働  

時間の変更においてもそれぞれ内部調整コストが発生することを想定した場合の企業行動モデルの

* この小論は，拙 稿 （1987)の再論である。ここにあえて再論する理由は，前論文の誤露を正すこと 
の他に，かなり大幅な書き換えと加筆. 追補をおこなったことによる。前論文は「中間報告」 と断っ 
たが，この小論は理論的考察に一応の区切りをつけることができたものと考える。筆者のゼミの学生 
菱田嘉岐君の協力に謝意を表したい。

注 （1 ) たとえば，Lucas (1967), Gould (1968),宇 沢 （1969),吉 川 （198の お よ び 本 間 他 （1984) を見 
よ。さらに林（1982)はト一ビンの限界的な"q "の意味づけとの関連で内容的には本間他（1984) へ 
の発展の道をつけたものとも考えられる。
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定式化を試みる。 さらに，企業税制の代ま的な政策手段の一つである設備投資減税に対して， 労働 

雇用を促進する政策手段としての労働時間垣縮減税の理論的検討を試み， 労働時間短縮と新規雇用 

増加を生み出すメ力ニズムを明らかにした。

第 2 節では最近の内部調整コストを考慮した企業行動モデルの理論的枠組みに，新 規 雇 用 者 数 . 

労働時間短縮を陽表的に導入した動学的企業行動の理論モデルを提示する。 第 3 節では，企業行動 

の動学的計画の最適化の必要条件が示され，第 4 節でその意味が検討される。 第 5 節では， この企 

業行動 モ デ ル に よ っ て 設 備 投 資 • 新 規 雇 用 • 労 働 時 間 短 縮 数 • 労 働 雇 用 者 総 数 • 資本設備ストック 

• 産 出 量 . 予想純収益などの各内生変数が決定されるプロセスを明らかにする。 第 6 節では， この 

小論で提示された労働時間短縮減税が労働時間短縮と雇用増加に与える効果が情単な図解によって 

示され， 最 後 に 第 7 節で当面の結論と今後に残された問題点が指摘される。

2 . 設備投資減税と時短減税下の企業行動モデル

この節では，企業の動学的最適化計画のための設備投資 • 新 規 労 働 雇 用 • 労働時間数の決定を含 

む動学的内部均衡モデルの枠組みを示すことにしよう。 単純化のために， つぎの六つの基本的前提 

をおく。すなわち，け)企 業 は 1 種類の生産物を産出し市場に供給する。 （ii)製 品 •原 材 料 の 在 庫 投 資  

はゼロ， つまり産出量は販売量に等しい。 （iii)生 産 物 • 生産要素市場は完全競争的である。 ttv)企業の 

計画期間は無限大である。 （V)設 備 投 資 • 新 規 雇 用 • 労働時間短縮はそれぞれの内部調整コストを生 

じる。 （Vi)企業は計画期間における税引き後のキャッシュ•インフローの現在価値の極大化をおこな 

う。 以上の諸前提の下に企業行動のモデルを設定することにしよう。

企業が計画期間の各期に得られると期待する税引き後のキャッシュ . イ ンフローはつぎのように 

定義される。 t 期 の キ ャッシュ•インフローをR C O でまわすと，

R(_t) =  Q(X )pQ f)_ w Q O h (J )  1 X 0 —a  〔1 )

ここに，時 間 変 数 n t 連 続 変 数 で ひ 0 である。Q a ) は産出量， /< り は 生 産 物 髓 格 ， ひ）は貨

幣賃金率，h a ) は労働時間， i x t ) は労働雇用者数， は固定資本設備への投資資金の外部からの

調達比率，r ( 0 は金利， / ( (り は 資 本 設 備 ス ト ッ ク ， A ( り は 資 本 財 の 価 格 ，K 0 は実質設備投資,.

T C O はこの企業に課税される総額である。

(1)は， 《期 の 期 待 さ れ る キ ャ ッ シ ュ . インフロー力' ; , 売上金額から賃金コスト， 外部負債への利

子支払い額， 設備資金支出合計および法人所得税その他の調整による企業課税額を差し引いた残額
C2)

として定義されることを示している。 設備資金支出合計を差し引く理由は，企業の計画期間におけ
(3)

る純収益の現在価値合計の極大が最適化の目標であることによる。

注 （2) Qゆt> if)は純生産額でなけれぱならないから， (りは純産出net outputであることに留意しよ

5 0
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法 人 所 得 税 T X O は課税対象所得の算定に設備投資減税， 資本減耗控除，減価償却，時短減税な 

どの調整が入り， つぎのように書き表わされる。 すなわち，

T X t ) = て{ Q C O p Q ) — ④ 一DzCJ) 

一a K(^f)_ dd p,(.OKCO

- g w C O r^C O L C O — fp iQ O K O }  C 2 )

ここに，r は法人税率，0 は固定資本減耗額課税控除率，ろは固定資本減耗率，/ は投資減税率，

で( 0 は労働時間短縮数，6Tは時短課税控除率である。D iC O お よ び / ) 2 ( 0 は減価優却予定額の現 

在価値である。（2)の 右 辺 { } 内は，付 加 価 値 額 か ら 賃 金 支 払 い 額 ，過去の投資に対す 

る減値償却額で今後に残こされている額の現在価値（後述）A C O , 計画期間中の投資に対する減価 

償 却 額 の 現 在 価 値 （後述）の2 ( 0 , 外部からの調達資金の利子支払い額， 固定資本減耗額の課税対象 

控除額，時 短 控 除 額 (後述） および設備投資課税対象控除額を差し引いた額である。

過 去 の 投 資 に 対 す る 減 価 償 却 で 今 後 に 残 こ さ れ た 額 の 現 在 価 値 は つ ぎ の よ う に 書 き 表 わ  

される。 すなわち，

A ( 0 = i  \ DCm, X)か(iu)Ku)due-''^mdx= —定 ( 3 )

ここに， iX ^< ,aO は 過 去 の 《期 に お こ な わ れ た 設 備 投 資 に 対 す る 》期の減倾償却率である。の2ひ） 

は投資計画額への減価償却の現在価値であるから， それはつぎのように* き表わされる。すなわち，

■D2(/) ニ》D(_sc — t, ェ dx piQOKO ; Z'ニ一定 ( 4 )

ここに，DOc—t , t ) は ？期において予 想 さ れ るa;期の減価償却率である。（4)では

 ̂ D( x— dxニゴ (一定）

( 4)

と仮定している。

時 短 控 除 額 り (O Z X O についてもう少し説明しなければならない。 まず， 労働時間の短縮 

数でひ）は 労 働 時 間 K 0 の / 期 に お け る 変 化 率 を k o = |；み( 0 で表わすとり(りニーk o である。 

労働時間短縮は石 ( 0 < 0 を意味するからでひ）> 0 である。 そこで， W(りり(O i：(り は 雇 用 者 1 人

当 り の 労 働 時 間 を 7 0 ) 時間だけ減少させたときの賃金支払額の変化分であり， そ れ の g という割
( 5 )

合だけ企業の課税対象所得を控除することをこの項は意味している。他の* 情を不変とすると， 企 

業が労働時間の短縮数を増加させるほど， その課税対象所得は小さくなるであろう。 このことは企

注 （3 ) 外部資金の借入額はその返済を考えると，計画期間中に元利合計の現在価値総額で相殺されるため

に，このキャッシュ. インフロ一に含まれていない。

( 4 ) ここでの£>1(りおよび1>2(りの定參は，Hall and Jorgenson (1967),林 （1982),本間他（1984) 

などにしたがうものである。Z 'を一定とするのは想定の単純化が唯一の理由であることは1■うまでも 

なぃ。
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業が労働時間を減らして雇用者数を増加させる方が有利であると考えるような政策的な働きかけの 

可能性を与えるであろう。

(2), (3)および(4)を用いて(1)をつぎのように言き換えることができる。すなわち，

0~—て）、0 ( ^ )わひ）— —pi Ct ' ) I CO( . i ~Tf ~z ' )

+  T{dPi(.t')8KCt)+gw(.t')T}(,t')LCt')} ( 1 )'

ここに，2=て2 'である。さらに，上式では(3)で与えられる過去の投資に対する減価償却で今後に残 

された額の現在fffi値 と 法 人 税 Tの 積 Tの1 (0 が無視されている。その理由はの1 (0 がー 

定，そしてr も一定値であると仮定されたことを意味している。そうするとの極値の決定に  

対してでひ）は全く無関係となるであろう。

(1)'によって明らかなように，設備投資の外部資金依存度が高いほどi ? ( 0 は小さくなり， 設 

傭投資減税の控除率/ の値が大きいほどi?(ズ）は大となる。また，時短減税の控除率びが大きいほ 

ど，他の事情を不変として，i?〔0 は大となることが分かるであろう。

つぎに，企業の生産技術は設備投資の他に新規雇用者数m ~ )および1人当り労働時間の短縮 

で( 0 に対してそれぞれに内部調達コストが生じることを想定した生産関数によって近似される。 

すなわち，

Q (0=  QlL%t\ m \  NCO, /CO.でひ)] C 5 )

ここに，関数Q は £* (/),irひ) ,Tva),/(りおよびり(りについて1次同次であると仮定される。さ

らに， は等質的な延労働時間であり，労働雇用者数IX i)と1人当り労働時間数み( 0 の 1次
( 6)

同次関数であると仮定される。すなわち，

L K 0 = L *{L C a h (0 }  ( 6 )

生産関数および等質的な延労働時間関数の性質は以下に示す通りである。すなわち，

仏 * >0, Qk ^O, Qk k '^0, Ql*k ~ Q kl* ^0 ,

び LLく 0, L\ h<0, =

ここに，添字はすべて当該変数に関する偏導関数をまわすものとする。

生産関数(5)において，[ ] 内の後の3 つの変数はすべて内部調整コストを決定する要因である。 

新規雇用者数m ) はそれが生産力化した雇用者数に組み込まれるために単位期間/におい

注 （5) M；のり (りふ の は り(りが定義としてプラス（あるいはゼロ） の値であるから必ずプラス（あるい 

はゼロ）になる。その大きさは労働時間数と労働雇用者数の限界代替率の大きさも依存するであろう。 

両者の代替関係の測定に関する最近の研究としてはFeldstein (1976), Leslie (1984)がある。さら 

に，浜田文雅（196のは設備の操業時間との関連で同じ問題を分析している。

(6 )  L * ( 0 をこのように想定する考え方は浜田文雅（I960)でも示されている。
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て企業内で既存の生産設備と雇用者の一部を利用した訓練がおこなわれるため，この間に資本設傭 

の一部および雇用者の一部が生産ラインから離脱することによって生産の低下が生じると仮定され 

る。このことはQ i v < 0を仮定することになる。さらに，新規雇用者数の増加による内部調整コス 

トーは適増すると仮定される。すなわち，Q n n く Q である。

新規雇用者1人の増加によってその実習訓練のために生産活動から離脱する既存労働雇用者数を 

L n , 労働時間数をみが，資本設備単位数を/iGvでまわすとすれば，新規雇用者数1 人の増加による, 

生産の減少分で表わされる内部調整コスト 一Q j vはつぎのようにまわされる。すなわち，

—Qn =  — [一 { •  Ln + L*h • + Qk *K n\ ] >0  ( 7 )

すでに述べたように，Qnnく Q であるためには

LnN >  0, huN〉0 およぴ K nn く 0

( 7 )

でなければならない。

同様にして，設備投資1 単位の増加によってその据え付け作業に必要な既雇用者数，労働時間数, 

および資本設備単位数をそれぞれL i , h i および I C iでまわし，さらに労働時間短縮数1時間当 

りの調整のために生産ラインから引上げられる既雇用者数，労働時間数および資本設備単位数をそ 

れぞれ L ' h " およびKr； でまわすとしよう。そうすると， 設備投資の内部調整コストおよび労働 

時間短縮の内部調整コストはそれぞれつぎのように書き表わされるであろう。すなわち，

~ Q i —~  [~ L ' L i - { - h'h 1^+ Qk ' K i) ] >0  ( 8 )

一 Qri =  — [— { Q l * ( . L ^ l 'L ^ + L ^ h 'Q k ' K,；} ] >0  C 9 )

ここに， この二つの内部調整コストがそれぞれ適増的であるためには，

L i 1 ^ 0 ,た/ /〉0’ KlI<iO , Ljjrj〉 Q, hrjr]〉 Q’ Krjn く  Q

であることが必要である。 したがって，生産関数(5)が 1 次同次であることを考慮すると，新規雇用 

• 設備投資 • 労働時間短I I による内部調整コストの合計を i n o でまわすと，

IT (J)=  — {仏r.iV(り+ Q/./(り+ り(/)} >0 (10)

である。

最後に，労働雇用者数• 資本ストックの変化および労働時間短縮数に関する3 つ定義式を示すこ

注 （7 ) このことは，新規雇用者数とその現場トレーニングに必要な既雇用者数および資本設備ストックと 

の間にそれぞれあるインプリシットな技術的制約条件が存在することを想定していることになるであ 

ろう。L ( 0 とK G )を変化させないでm ) を増加させると，NQOに必要なL 0 ) と A：のの拘束 

によって生産に投入されるi G ) と iO X )の部分が減少し，その結果として生産が減少することにな 

るであろう。しかし，このような制約は生産関数(5)にすでにインプリシットに含まれていなけれぱな 

らないであろう。
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とにしよう。すなわち，

L,Ct')=N(_t') 一sIX.t) 〔11)

如 = m - d K a )  (12) 

k o = - 7 ] io  (13)

ここに，5は退載率，5は固定資本減耗率，Z(り，如 およびk o はそれぞれUX)、 K i O お 

よびK 0 の時間に関する変化である。（U)は労働雇用者数I X t ) が新規雇用者数iv a ) から退職者 

数 s lX t )を差し引いた人数だけ増加することを意味している。 また，固定資本ストックK C O は 

実質設備投資/ a ) から当期の固定資本減耗分《3/T(oだけ引いた残りだけ当期に増加することを意 

味している。言■うまでもなく

A O )^ 0 , K O ^O , rjCOZO

である。

01)において，期首（/=のにおける労働雇用者数1 X 0 )が与えられ，企業の最適化行動による新 

規雇用者数の最適な値の系列f K t ) レの変域は0〜のである）が与えられるとi x o が対応して決 

定され，したがって計画期間における労働雇用者数の最適値の時間経路Z (0  0  ニ 0〜00) が確定 

する。同様にして，風 0), A(0)が与えられるとK 0 および7](J)の最適値の時間経路/〔0 およ 

び ラ(りが求められることによってK X O およびK t) の最適値の時間経路玄ひ）およびあ( 0 が 

確定するであろう。

3 . 企業行動の動学的最適化

企業は(びで示されたキ ャ ッ シ ュ . イ ン フ ロ ー  Rひ) の /=0〜 における予想値の現在価値合計 

を極大化することが前節の基本的前提(vi>によって述べられた。この最適化行動における制約条件は 

さきに示した，01),⑫およびasと初期条件としてのム（0), i f ( o ) ,み( 0 )である。さらに，企業の 

生産技術の制約条件としての生産関数(5)および等質的延労働時間ム*(わの定義式(6)がある。 この 

うち(5)および(6)はイソプリシットに最適化の段階で考慮するとして，企業の最適化は以下のような 

式によって* き表わされるであろう。すなわち，

Max^ dt

s.t. iX t )ニN ( J ) _ s IX f) , ZXO)ニム）

=  X (0 ) =  i^o

Aひ) ニ ー で ひ)，み〔0) = み0 (14)

(W)は初期条件Lo, K oおよびみ0 が与えられたときの一つの動学的最適化問題である。これを解
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(8)
くために周知のPontryaginの Maximum Principleを利用することができる 

まず，Hamiltonian H をつぎのように書き表わす。

H=e-Tt iR iL c o ,  K o ,  m ) ,  m x  k o , りひ)} + ム(り 、m o - s ix o }

+2kC0  UCO—dKCO]—ムひ）.37(り]

そうすると，企業の動学的最適化の必要条件はつぎのように表わされる。すなわち，

Hif ニ 0 @ — Qn :
: XLiO 

ひX i- で）

ど, = 0 0  _ Q  厂丄め ) ; め

一H l= を ム(り}

<=̂ l̂(0 = (^+ 5 )^ lC0 —i? iC O ;

i?zXO=(l—で）{QLp{.f)—w(^Oh(S)] + で ffw(0 で(O

- H k = ま k-Tt XkO：}]

^'^K (.0—Cr+8^XKC0—Rk (.0 ;

I^k (.0 = (1—で）[QkP(.0—ar(f)pi(X)] -\-rddpi(J) 

一Hh='^{e_Tt XhCO)

^h C t')  =  r XhCO — RhQO ；

i?7i(り=  (1 —T) [Qh />(り 一 (り■iXり} 

i i o  は の  ニ m )  -  s ix t：)
dH

5{e-パ Xk O)}

dH

jy ^ x K iO }

dH

:Iぬ ) ぼ  C O = K t )  -  d K Q )  

:h iO ^h O O  =  — rjCf)

(15)

(16)

(17)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

〔23)

(24)
3 レ ；U(り}

ここに， パic(りおよび义fX t )はそれぞれ労働雇用者数. 資本設傭ストック.労働時間数の 

Shadow price である。

最適化の十分条件および期首のスの値に対する制約条件としてのtransversality条件は以下の

ように言き表わされる。すなわち，

H nn'^0 ^  (1—て')Qnn p( î̂ e~̂  ̂=Q ■ Qnn <0 

が り 广 ぢ 0 : Q i i< 0  

C l- r)Q ,, pCOe-^'^O ： Q ,,<0

(25)

(26) 

(27)

注 （8 ) 最大値原理については，Tu (1984)あるいはSeierstad and Sydsaeter (1987)を参照せよ,
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lim ム(りさ0 4>l【im  e-r* スi (り_L(り=0 (28)

lim e_Tt <?x(りさ0 =̂  lim e"*"* スK(J)KCt)ニQ (29)

Ihne-r* ^ftCO^O =^lim e"*"* ムひ)み( 0 ニ0 (30)

树 ，（29)およびか))が成立するかどうかを確かめることは極めて困難である。 しかし， もし労働雇用 

者数， 資本設備ストック， 労 働 時 間 数 に 関 す る 限 界 超 過 収 益 i?L(0, R k Q O お よ び に つ い  

てある特殊な条件による特定化をすることができるならば，；izXo, ；i x a ) お よ び ；U (り に ついての
(9) , 、

微分方程式の性質から解の収束値の存在を確かめることができるかもしれない。 （19), (2(1お よ び ◎の  

解はつぎのように書き表わされる。すなわち，

AlCO=] i?ふひV ひ+»)(„-o ん (31)

(32)

；U( り=$  I^fXOe-パリ-。dリ (33)

ここで，；1の 初 期 値 ;1 (0 )は 上 の 3 つ の 式 に お い て ^ = 0 とおくことによって求められるであろう》

4. 必要条件の経済学的意味

前節に示したように， 企業の最適化の必要条件は如〜 ( ^ の方程式と生産関数(5)および延労働時間 : 

数の定義式 (6)の合計11本である。 さらに， こ れ ら に よ っ て 決 定 さ れ る 内 生 変 数 は i v a ) , / a ) , りひ)， 

；1ム(り，vJ及（り，ム (り，L (t), hゆ ’ m ) ,  Q C O お よ び JL*(り の 11個である。 これらの諸変数の 

最 適 値 の 時 間 経 路 が 確 定 す る た め に 初 期 条 件Lo, K o お よ び が 与 え ら れ な け れ ば な ら な い 。 そ 

うすると(1)'によって税引き後の企業のキャッシュ • インフローの時間経路が確定するであろう。 

以下では，各必要条件式のもつ経済学的意味を検討すろことにしよう。

すでに述べたように， 生産関数(5)は 1 次同次であると仮定された。 したがって， 必要条件0^,(16) 

および(17)はそれぞれゼロ次同次である。 （16)において， 左 辺 は 新 規 雇 用 の 内 部 調 整 コ ス ト で あ り ，

一Q n はTVが大きくなると適増する。 右 辺 の 分 子 XiXj：) は労働の潜在的な限界収益率であるから， 

これが高いほどより多くの新規雇用をおこなうことができるであろう。 初期条件ム )，K oおよびko 

が与えられ， そ れ によってムひ）の水準が与えられると， 诚は新規雇用の大きさを決定する。a7)は， 

設備投資を決定する方程式である。右 辺 の 分 子 の 第2 項 の （ ） 内 は 設 備 投 資 財 の 価 格 ；!>义りが設 

備投資減税および減価償却の課税控除によって実質的に割引きされる割合をまわしている。 した力'、 

って，右辺の分子は資本設備の潜在的限界収益率から限界実効コストを差引いた純収益率hcCt)— 

p iQ tX l- T f- z ) が増加するにつれて， より高い設備投資の内部調整コストを払っても設備投資を

注 （9 ) たとえば，本間他（1984)の第1享第6節を参照せよ
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増加させることが有利になるのである。 （1S)は， 同様にして右辺の分子で表わされる労働時間の潜在 

的な限界収益率に時短による法人税の限界控除額を加えた実効P良界収益率が高いほど， したがって 

控 除 率 g が大であるほど， そしてその時の法人所得税率が高いほど， より大きな労働時間短縮の内 

部調整コストを支払って労働時間を短縮する方が企業にとっては一層有利である。 （18)はこのように 

して， 労働時間短縮数を決定する。

(19)は， 労働雇用の潜在 的 限 界 収 益 率 i t (りを決定する方程式である。 この方程式の右辺にある労 

働 雇 用 者 数 の 限 界 生 産 力 ふ は ゼ ロ 次 同 次 関 数 で あ る か ら ， さきに述べたように，初 期 条 件 ん ),iiCo 

およびみ0 が与えられ， そしての， お よ び に よ っ て 各 期 の ム ， およびみの値が与えられると 

確定するであろう。 同様にして， GO)は を ， か よ ひ ） を決定する。 そ れ らは結局$]), お 

よび(3̂ に よ っ て ；L (り，X k C j)お よ び 义f X t ) を決定すると言い換えてもよい。

ところで，（I6)を ； について解き， それを時間について微分したものを(19)の左辺に代入し， さ 

らに(I9)の 右 辺 の ム （り を (I6)を用いて消去することによって， つぎの方程式を求めることができる。 

すなわち，

rCO+s-^CO  (ふ )( ) { l + r ^ ( り} K t)+ S - §Q )  ひ4)

ここに， である。 M の左辺は， オ期の労働雇用者数の計画期間における限界 

生産力の現在価値合計から新規雇用の限界内部調整コストを差し引いた「正味」 の値を表わしてい 

る。 左 辺 の 第 1 項は単純化して，

5 Q i W e パ… -ら" d"

と書きまわすことができるであろう。 この式の右辺は， そ の 第 1 要 素 が 労 働 雇 用 者 1 人当りの実質 

賞金であり， もし{ }内 の g がゼロであればM は通常の労働雇用に関する最適化の必要条件に等し 

い。 ただし， それは新規雇用の内部調整コストがゼロである場合であることに留意しなければなら 

ない。 さらに， も し 0 < び< 1 という時短減税レジームの下に企業がおかれるとすれば， 労働時間 

は 短 縮 さ れ flO) ( =  - ^ / z C O /K O )< 0 となるから， （$4)の 左 辺 は gr =  0 の場合よりも小になる。 そ 

の結果， 労働雇用者数の最適値は労働限界生産力適減の条件によってs r = 0 である場合よりも大と 

なるであろう。

このことは，（18)を ；U ( 0 に つ い て 解 き 時 間{ に つ い て 微 分 し た 結 果 を の 左 辺 に 代 入 し ， さらに 

(18)を 用 い て ば の 右 辺 の を 消 去 し て 求 め ら れ る つ ぎ の 方 程 式 と の 関 係 で 考 え な け れ ば な ら な い 。 

すなわち，

ま 評 1+ま {がり+Z(り- め )1]ホ ^  (35)

ここに， / w it), z ( り= " ^ z x o / z x o である。 （$5)の左辺は，計 画 期 間 の オ 期 り =0〜
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に お け る 1 人当り労働時間数の限界生産力の現在価値合計である。右 辺 は も し g = 0 でかつ労 

働雇用者数の変化がなければ， 労 働 時 間 数 m ) の 最 適 値 を 決 定 す る 必 要 条 件 を 表 わ し て い る 。 

0 < £ ^ < 1 である場合には， 1 人当りの労働時間の最適値はそうでない場合に比べて小さくなるであ 

ろう。 この政策効果に関する議論は第6 節で図解によっておこなわれるであろう。

さらに，a力をス^̂ ひ） について解きこれまでと同様の手続によって(20)に 代 入して整理するとつぎ 

の方程式を得る。すなわち，

_____ ^ A' CO g) [riO + d—^ijt')} +で03+(1 — r)or(0]

K0 + <5~^(0  ̂ pCO0■—て）{rCO + d—そ〔0}

上式の左辺は資本設備ストックの正味の限界生産力の現在価値合計であり，右 辺 は 設 備 投 資 減 税 • 

減 価 償 却 控 除 • 資 本 減 耗 搜 除 • 利子負担控除などの投資関連の企業税制を考慮したときの実質資本 

用役価格の現在価値合計を表わしている。

5 . 要素需要 • 生 産 •予想収益の動学的決定プロセス

すでに述 べ たように， この企業行動モデルで決定される内生変数は新規雇用者数 . 設 備 投 資 . 1 

人 当 り 労 働 時 間 短 縮 数 • 労 働 の 限 界 純 予 想 収 益 率 • 資 本 設 備 の 限 界 純 予 想 収 益 率 • 労働時間の限界 

純 予 想 収 益 率 • 労 働 雇 用 者 数 • 1 人 当 り 労 働 時 間 数 • 資 本 設 備 ス ト ッ ク • 等 質 的 延 労 働 時 間 数 • 産 

出量およ び 課 税 後 キ ャ ッ シ ュ . インフローの合計12個である。 これらの内生変数は，計画 期 間^=0 

〜00において相互にまた時点間でも整合的に決定されるはずである。

この11個の内生変数の値を決定する方程式は， （IS), a?), a s ) ,な》，00, m , ⑤， u)', (5)お 

よび(6)の12本である。 この中で，1^, お よ び は 状 態 変 数 ZXO, iiC(り お よ び み け ）の時間変数 

/ に関する微分方程式の形になっている。 そこで， より直接的にはこれら三つの微分方程式の解が 

1X 0 ’ K i o お よ び K 0 を決定することは言うまでもない。 そ れ ら は つ ぎ の よ う に *き 表 わ さ れ  

る。 すなわち，

L C O  =  l -̂-0 +  ̂ g-aiCx} ； ん（り= j fli(aOぬ;， ニ一s(aO (22)'

iC(り= /(aO ゴ X ん(り； ん (り= ぬ7, azix)=  —dix) (23)'

h(f) = 、7̂の  d:c + ho (24)'

ここに，sCaOは a;期の退職率，5 0 ) は a;期の固定資本減耗率である。 この二つのバラメタはここ 

では外生変数の型で示したけれども， この研究では一買: して定数であると仮定されている。

そこで，すでに述べたように， 限 界 内 部調整コストによって表わされた新規雇用者数•設備投資 

• 1 人当り労働時間短縮数の最適値の必要条件式如， （17)およびas)によって，外生的バラメタとして 

の法人税率で， 生産物価格/< りの予想時間経路が与えられ， さらに内生変数である労働雇用者数の
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限界予想純収益率ム( 0 の時間経路が決定されると，新規雇用者数m ) の時間経路（新規雇用者- 

数の長期計画）が決定され，設備投資財の価格かひ）の予想時間経路，投資減税控除率/ , 減価償 

却課税控除率2の値と内生変数としての資本設備ストックの限界予想純収益率义kG ) の時間経路が 

決定されると，設備投資K t ) の時間経路（設備投資計画）が決定される。また，労働時間短縮減税 

が実施されるならば，その控除卒びが与えられ，貨幣賃金率ひ）の予想時間経路が与えられ，内 

生変数としての労働雇用者数1 X 0 と1人当り労働時間の限界予想純収益率ム〔0 の時間経路が決: 

定されると， 1人当り労働時間短縮数の時間経路（1人当り労働時間短縮計画）が決定される。

さきに述べたように， 生産関数(5)は 1 次同次であるから， この決定において状態変数の初期条件 

ム)，K o お よ び h o が与えられていなけれぱならない。 言■うまでもなく， （16), (17)および(18)の三つの' 

方程式はこの体系の他の方程式と同時に成立する関係を示しているのである。 したがって， この同, 

じ ム )，K o お よ び h o がそれぞれ 1̂ ' ,  お よ び の 右 辺 に 入 っ て ixt), K Q O お よ び K 0 の 

最適値の時間経路が決定される。 そして， 以上の解の値がOi), および(33)に入って限界予想純収益 . 

率 あ る い は shadow p r ic e と し て の ム (り，ム：（り お よ び 义r X O の時間経路を決定する。

さらに， （5)および(6)に よ っ て 0 ( 0 お よ び ( りの時間経路を与え， （1) ' によって課税後のキャ 

ッ シ ュ • イ ン フ ロ ー の 時 間 経 路 〔利益計画）が決定されるであろう。

6 . 企業税制としての時短減税の効果

投資減税が設備投資の促進とそれによる労働の省力化をもたらすことについてはすでに多くの研-
(1の

究によって明らかにされている。 ここでは， 労働雇用者数と労働時間との代替関係が時短減税とい 

う新しい税制を設けたときにどのような効果を示すかを中心として述べることにする。

必要条件式(18)によると，0 < g < l であるとき，任意の労働雇用者数に対して労働時間の限界予想 . 

純 収 益 率 ；U t ) は 労 働 時 間 短 1 時 間 当 り の 阪 界 減 税 額てguK O U t) だけ増加したのと同じ効果を 

生じるであろう。 したがって， 労 働 時 間 短 縮 数 r̂ O：X = - k f ) ) をより大きくしてより大きな内部， 

調 整 コ ス ト  一 をキムってもその方が企業にとって有利な選択となるのである。 このようにして， 

労 働 時 間 を 短 縮 し た と し て そ の 短 縮 率 を な / ) Aひ) ) で 表 わ す と す る と な 0 < 0 である。. 

これを(34)の 右 辺 に 代 入 す る と 右 辺 の { } 内 は 1 より小になる。 したがって，右辺でまわされる雇 

用 者 の 実 質 賃 金 率 （1人当り）は S f= 0 である場合よりも小となり， この企業は (34) の左辺でまわさ 

れる労働雇用者の正味の限界生産力の現在価値合計がより低くなるところまで労働雇用者数を増加 

させるであろう。 そうすると 労 働 雇 用 者 数 の 相 対 的 増 加 率L qo  { = f ^ u o / a t ' ) ) がプラスにな 

る。£ ( り が ($5)の 右 辺 の { } 内に入ると(3S)の右辺はこれまでに比べて大きくなる。 このことは(35)の 

右 辺 全 体 で 表 わ さ れ る1 人当り労働時間み〔り の 実 質 賃 金 率 （丄 ④ 人 1 時間当り）を上昇させるから ,.

注 （1の最近の代表例としては本間他（1984)を掲げておく。さらに，労働と資本の代替が現実に生じてい 

るかどうかを実証的に相対侧格の効果として分析したものとしては，浜田文雅（1967)を参照せよ。
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1 人当り労働時間を短縮させることが企業にとって有利になる。 このプロセスは(34)と®の間で最適 

な雇用者数と労働時間に収束するまで続くであろう。 こ の 収 束 の 条 件 は 0 < r < l ,  0 < g < l であり， 

どちらも満たされている。 言うまでもなく，$$を(35)および(34)と比較して明らかなように， あるいは 

(6)の定義によって， 労 働 雇 用 者 数 と 1 人当り労働時間数との代替関係は資本設備ストックとはse­

parable であるから， 以下では(34)および(35)を用いて企業税制の一環となり得る時短減税の効果を図 

解してみよう。

(34)の右辺を時短減税控除率g の 関 数 C(gOで表わすとしよう。 そ う す る と の と き の (34の右 

辺 は C (0 ) で表わせるから， 時短減税がない場合に対する時短減税が実施された場合の (34)の右辺の’ 

相対的増加率はつぎのように書き表わされる。 すなわち，

■ 一  1 ニ か 0 く0
c(0) り、リ

(37)

上式は， M にお い て 0 < g r< lであるとき の 労 働 雇 用 者1 人当りの実質賃金率の相対的減少率を麦
(11)

わしている。

図 1 労働雇用者数の調整

因 1 において，時短減税制が設定さ れ な い 場 合 の 労 働 雇 用 者 数 は ム ， これに対応 す る 実 質 賃 金  

率 は ひ ) み( り/力〔/ ) である。 時短減税制が設定されると，（34)の右辺が⑥で与えられる割合だけ低下 

するから，雇 用 者 1 人当りの実質賃金率 は が ま で 低 下 し . 企 業 に と っ て 最 適 な 労 働 属 用 者 数 は 1̂ 2 

に増加する。 こ の 雇 用 者 数 の 増 加 率 £ ( = ム2/ム 一 1 ) を S5)の右辺に代入すると (35)の 右 辺 が g > 0 に 

よって増加する。 （35)の 右 辺 を g の 関 数 と 見 做 し て め で 表 わ し ，g = 0 のときのそれをミ(0) で表

注 （1 1 )ここに，労働雇用者1人当りの実質賃金率とは労働需要の主体としての企業の側から見た実質賃金 

率であって，それを受取る側から評価する実質賃金とは一致しない。

43 (589：)



図 2 労働時間の調整時短減税

労働時間の限界生産力曲線 
---(3 5)の左辺--- -

ろ

. {w+L—r)

Qk：

0
h2 hi 労働時間

わすと，K g ) の KO ) に対する相対的増加率はつぎのように書きまわされる。すなわち，

(38)爆 - 1 ニ チ >0

図 2 において，時 短 減 税 制 が な い （g= の 場 合 の 1 人 当 り 労 働 時 間 数 は h i であった。 そのときの 

IX り 人 1 時 間 当 り 実 質 賃 金 は M；ひ) ZXりか( / ) = K o ) であった。 時 短 減 税 制 が 設 定 さ れ る と 1X0 

人 1 時 間 当 り の 実 質 賃 金 は 現 在 価 値 計 算 前 で り ム 〔り[ 1 + j ^ {が り + £ - グ〔り} ] / / ) (り= K g ) ま 

で上昇したことになる。 ただし， この上昇は時垣減税という補助金によって引上げられたようなも 

のである。 言■うまでもなく， こ の 補 助 金 は1 人当り労働時間を短縮した企業にのみ与えられるもの 

である。 その結果， 労働時間の正味の限界生産力の現在価値合計が乂に達するところまで労働時間 

を短縮することが企業にとって最も有利となる。 この場合，企 業 が 受 取 る 減 税 額 〔つまり補助金）は 

図 2 の a b Pi2 h i という矩形の面積に等しい。 しかし，企 業 1 人当り労働時間を fei縮するから， こ 

の た め に b h 2 h x d に等しい実質収益を失うから，正 味 の 受 取 り 増 加 は 《ろゴという斜線の部分の面 

積に等しい。9^>0であるかぎりこの部分の利益は残るので企業にとっては労働時間を短縮する誘 

因は存在するであろう。 くり返えしのプロセスは， すでに述べたように，0くで, £ /< 1 であるかぎり 

収束する。

7 . 結 論 に か え て

この小論では，新 規 雇 用 者 数 • 設 備 投 資 • 1 人当り労働時間の短縮数に対する内部調整コストを 

.想定した企業行動の動学的計画モデルを設定してその最適化の条件を吟味し， さ ら に 1 人当り労働 

時 間 短 縮 減 税 （時短減税） と い う 新 し い 企 業 税 制 の 一 種 を 提 唱 し そ の 雇 用 増 加 へ の 効 果 お よ び 1
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人当り労働時間短縮の効果を分析した。 その結果， これらの効果は一 '̂ 3̂の有効性をもつものであろ 

ことが示された。
ひ2)

この小論ではモデルの動学的最適値の安定条件の哈味はおこなわれていない。 しかし， この研究 

の よ う に 複 数 の shadow p r ic e に関わる微分方程式が核になるシステムの安定性は， む し ろ 実 IE 

分析によるシミュレーション実験による方が効果的であろう。 いずれにしても， 今後に残された課 

題である。
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注 （1 2 )たとえば，Samuelson (1937)を見よ。
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